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第1章はじめに
（以上，本号）
（以下，次号）
たばこをめぐる法規制の日本法の特徴として，行政的喫煙規制が，比較法制
度的にみて際立って弱いことが指摘できる1)。それが，国際的真空地帯を生み，
1) たとえば， ヨー ロ ッパにおけるたばこ規制と日本におけるたばこ規制とを比較し
たものとして，田中敏「たばこ規制をめぐる内外の動向」調査と情報426号 (2003
年） 1頁以下参照。また，たばこ対策日米史については，財団法人健康・体力づく
り事業財団の「最新たばこ情報」(http://www.health-net.or.jp/tobacco/menu01.
html) など参照。
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外国たばこ業者の進出を誘発している。
我が国において，現在，たばこに対して何らかの規制をしている法律として
は，「未成年者喫煙禁止法」 (1900年策定），「たばこ事業法」 (1984年策定）（もっ
とも，同法は，規制というよりは，たばこを推進している面が強い悪の元凶であるが
……), 「たばこ税法」 (1984年策定），「労働安全衛生法」 (1992年改正）などがあ
げられ，最近では，「健康増進法」 (2002年策定）も策定されたほか，世界レベ
ルの「たばこ規制枠組条約」 (2003年採択,2005年効力発生） も採択された。また，
現在，多くの自治体で，いわゆる「路上喫煙禁止条例」 (2002年以降各地で順
次策定）が策定されるようになったほか，神奈川県では，「受動喫煙防止条例」
(2009年策定）が策定されている。このように見てみると， 日本も 一昔前と比べ
ると状況はかなり変化してきているが，諸外国，特に先進諸国と比較すると，
まだまだ「喫煙者天国」というべき状況に変わりはない。
本稿では，「たばこ規制枠組条約」（第 2章）および，日本における「たばこ
規制の法システム」（第 3章）を概観したうえで，「たばこ規制枠組条約の趣旨
を踏まえた場合に， 日本におけるたばこ規制の法システムは妥当な法システム
になっているのか」という視点から，現在のたばこ規制の法システムの問題点
を指摘する（第4章）とともに，「たばこ規制枠組条約の趣旨を踏まえて， 日本
においてはどのようなたばこ規制の法システムにすぺきか」という視点から，
「たばこ規制をめぐる今後の法制的課題」を提示する（第 5章）こととしたい。
第2章 たばこ規制枠組条約の概要 (2003年採択， 2005年効力発生）
2003年 5月21日の世界保健機関 (WHO)の総会において，「たばこの規制に
関する世界保健機関枠組条約」Z)(WHO Framework Convention on Tobacco Control: 
2) たばこ規制枠組条約の詳細については，世界保健機関 (WHO)事務局の HP
(http:/ /www.who.int/fctc/en/index.html) のほか，外務省の HP(http://www. 
mofa.go.j p/ mofaj / gaiko/ treaty I treaty 159 _17 .html) も参照。また，同条約の制定
経緯，条約の概要等については，中村和彦 「たばこの規制に関する世界保健機関枠
組条約」ジュリスト1274号 (2004年） 84頁以下，長尾成敏「たばこの規制に関する
世界保健機関枠組条約」法令解説資料総覧283号 (2005年） 59頁以下など参照。
- 134 - (1548) 
たばこ規制の法システムと今後の法制的課題 (1)
以下，「たばこ規制枠組条約」という）が採択されたが，わが国においては， 2004
年5月19日，第159回通常国会において，同条約の締結が承認された。これを
受けて政府は，同年 6月8日に国際連合本部にて条約の受諾書を国際連合事務
総長に寄託し，日本は19番目の締約国となった。なお，同条約は，「40番目の
批准書，受諾書，承認書，正式確認書又は加入書が寄託者に寄託された日の後
90日目の日に効力を生ずる」という36条の規定に従い， 2005年2月27日に効力
が発生している。同条約の概要は，以下のとおりである。
1. 目的・定義
たばこ規制枠組条約は，「たばこの使用及びたばこの煙にさらされることの
広がりを継続的かつ実質的に減少させるため，締約国が自国において並びに地
域的及び国際的に実施するたばこの規制のための措置についての枠組みを提供
することにより，たばこの消費及びたばこの煙にさらされることが健康，社会，
環境及び経済に及ぼす破壊的な影響から現在及び将来の世代を保護すること」
を目的としている (3条）。
次に，本条約では，「たばこの広告及び販売促進」を「商業上行われるあら
ゆる形態による情報の伝達，奨励又は行動であって，直接又は間接に，たばこ
製品の販売若しくはたばこの使用を促進することを目的とし又はたばこ製品の
販売若しくはたばこの使用を促進する効果を有し若しくは有するおそれのある
もの」と定義し (1条(c)'「たばこの規制」を「供給，需要及び害を減少させ
るための一定の戦略であって，たばこ製品の消費及びたばこの煙にさらされる
ことをなくし又は減少させることにより人々の健康を改善することを目的とす
るもの」と定義している (1条(d))。
2. 締約国の一般的義務
締約国は，同条約及び自国が締約国である議定書に従い，多くの部門におけ
る包括的な自国の戦略，計画及びプログラムであってたばこの規制のためのも
のを策定し，実施し，並びに定期的に更新し及び検討することが義務づけられ
る (5条1項）。このため，締約国は，その能力に応じ， (a)たばこの規制のた
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めの国内における調整のための仕組み又は中央連絡先を確立し又は強化し，及
びこれらに資金を供与すること， (b)たばこの消費，ニコチンによる習慣性及
びたばこの煙にさらされることを防止し及び減少させるための適当な政策を策
定するに当たり，効果的な立法上，執行上，行政上又は他の措置を採択し及び
実施し，並びに，適当な場合には，他の締約国と協力すること，を行うことと
される（同条 2項）ほか，たばこの規制に関する公衆の健康のための政策を策
定し及び実施するに当たり，国内法に従い，たばこ産業の商業上及び他の既存
の利益からそのような政策を擁護するために行動することも要求されている
（同条3項）。
3. たばこの需要を減少させるための価格および課税に関する措猶
各締約国は，課税政策を決定し及び確立する締約国の主権的権利を害される
ことなく，たばこの規制に関する自国の保健上の目的を考慮すべきであり，並
びに，適当な場合には，措置を採択し又は維持すべきであるとし，その措置と
して， (a)たばこの消費の減少を目指す保健上の目的に寄与するため，たばこ
製品に対する課税政策及び適当な場合には価格政策を実施すること， (b)適当
な場合には，免税のたばこ製品について一の国から他の国に移動する者に対する
販売又は当該者による輸入を禁止し又は制限すること，を掲げている (6条2項）。
4. たばこの煙にさらされることからの保護
締約国は，屋内の職場，公共の輸送機関，屋内の公共の場所及び適当な場合
には他の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める
効果的な立法上，執行上，行政上又は他の措置を国内法によって決定された既
存の国の権限の範囲内で採択し及び実施し，並びに権限のある他の当局による
当該措置の採択及び実施を積極的に促進することを義務づけられている (8条
2項）。
5. たばこ製品の含有物に関する規制
締約国会議は，権限のある国際団体と協議のうえ，たばこ製品の含有物及び
- 136 - (1550) 
たばこ規制の法システムと今後の法制的課題 (1)
排出物の試験及び測定並びに当該含有物及び排出物の規制のための指針を提案
する。締約国は，権限のある国内当局が承認した場合には，当該試験及び測定
並びに当該規制のための効果的な立法上，執行上，行政上又は他の措置を採択
し及び実施することとしている (9条）。
6. たばこ製品についての情報の開示に関する規制
締約国は，国内法に従い，たばこ製品の製造業者及び輸入業者に対したばこ
製品の含有物及び排出物についての情報を政府当局へ開示するよう要求する効
果的な立法上，執行上，行政上又は他の措置を採択し及び実施することとして
いる。さらに，締約国は，たばこ製品及び当該たばこ製品から生ずる排出物の
毒性を有する成分についで情報を公衆に開示するための効果的な拮置を採択し
及び実施することとしている (10条）。
7. たばこ製品の包装およびラベル
締約国は， (a)たばこ製品の包装及びラベルについて，たばこ製品の特性，
健康への影響，危険若しくは排出物について誤った印象を生ずるおそれのある
手段（例えば，「低タール」，「ライト」，「ウルトラ・ライト」又は「マイルド」
等の形容詞的表示）を用いることによってたばこ製品の販売を促進しないこと，
(b)たばこ製品の個装その他の包装並びにあらゆる外側の包装及びラベルには，
たばこの使用による有害な影響を記述する主たる表示面の50%(最低でも30%
以上）を占める警告を付することを確保するため，本条約が自国について効力
を生じた後3年以内に，その国内法に従い，効果的な措置を採択し及び実施す
ることを義務づけている (11条l項）。
さらに，たばこ製品の個装その他の包装並びにあらゆる外側の包装及びラベ
ルには，たばこ製品の関連のある含有物及び排出物であって国内当局が定める
ものについての情報を含めることとしている (11条2項）。
8. 教育，情報の伝達，訓練および啓発
締約国は，適当な場合にはすべての利用可能な情報の伝達のための手段を用
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いて，たばこの規制に関連する問題についての啓発を促進し及び強化するとし
ている (12条）。
9. たばこの広告，販売促進および後援（スポンサーシップ）
締約国は，自国の憲法又は憲法上の原則に従い，あらゆるたばこの広告，販
売促進及び後援（スポンサーシップ）の包括的な禁止を行うこととしている (13
条2項）。自国の憲法又は憲法上の原則のために包括的な禁止を行う状況にな
い締約国は，あらゆるたばこの広告，販売促進及び後援（スポンサーシップ）に
制限を課することとしている (13条3項）。
締約国は，憲法又は憲法上の原則に従い，少なくとも，たばこ製品の特性，
健康への影響，危険若しくは排出物について誤った印象を生ずるおそれのある
手段を用いることによってたばこ製品の販売を促進するあらゆる形態のたばこ
の広告，販売促進及び後援（スポンサーシップ）を禁止すること等を行うことと
している (13条4項）。
10. たばこへの依存及びたばこの使用の中止についてのたばこの需要の減少に
関する措置
締約国は，たばこの使用の中止及びたばこへの依存の適切な治療を促進するた
め，自国の事情及び優先事項を考慮に入れて科学的証拠及び最良の実例に基づ
＜適当な，包括的及び総合的な指針を作成し及び普及させ，並びに効果的な措
置をとることとしている (14条1項）。
1. たばこ製品の不法な取引
各締約国は，締約国がたばこ製品の原産地を決定することを支援するため，
また，締約国が流通を逸脱した地点を判断すること並びにたばこ製品の移動及
び合法性を監視し，記録し及び管理することを国内法及び関連する二国間又は
多数国間協定に従って支援するため，たばこ製品のすべての個装その他の包装
及び外側の包装に表示が確保されるよう効果的な立法上，執行上，行政上又は
他の措置を採択し及び実施することとしている。さらに，締約国は，自国の国
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内市場において販売される小売用及び卸売用のたばこ製品の個装その他の包装
について，最終仕向地を示す他の効果的な表示若しくは当局が当該たばこ製品
の国内市場における販売の合法性を判断することに役立つ他の効果的な表示を
行うことを要求することとしている (15条2項）。
12. 未成年者への及び未成年者による販売
締約国は，国内法によって定める年齢又は18歳未満の者に対するたばこ製品
の販売を禁止するため，適当な段階の政府において効果的な立法上，執行上，
行政上又は他の措置を採択し及び実施することとしている。これらの措置には，
自国の管轄の下にあるたばこの自動販売機が未成年者によって利用されないこ
と及びそのような自動販売機によって未成年者に対するたばこ製品の販売が促
進されないことを確保すること等を含めることができるとしている (16条1項）。
締約国は，公衆，特に未成年者へのたばこ製品の無償の配布を禁止し又はそ
の禁止を促進することとしている (16条2項）。
締約国は，拘束力のある書面による宣言を行うことにより，自国の管轄内に
おけるたばこの自動販売機の導入の禁止又は適当な場合にはたばこの自動販売
機の全面的な禁止を約束することを明らかにすることができるとしている (16
条5項）。
13. 経済的に実行可能な代替の活動に対する支援の提供
締約国は，相互に並びに権限のある国際的及び地域的な政府間機関と協力し
て，適当な場合には，たばこの労働者及び耕作者並びに場合に応じ個々の販売
業者のために経済的に実行可能な代替の活動を促進することとしている (17
条）。
14. 環境及び人の健康の保護
締約国は，本条約に基づく自国の義務を履行するに当たり，自国の領域内に
おけるたばこの栽培及びたばこの製造との関係において環境の保護及び環境に
関連する人の健康の保護に対し妥当な考慮を払うことに同意することとしてい
- 139 - (1553) 
関法第61巻第 6号
る (18条）。
15. 責任
締約国は，たばこの規制のため，必要な場合には，刑事上及び民事上の責任
に対応するための立法上の措置をとること又は自国の既存の法律の適用を促進
することを検討することとしている (19条 1項）。
16. 研究，監視及び情報の交換
締約国は，たばこの規制の分野において，国の研究を発展させ及び促進する
こと並びに地域的及び国際的に研究プログラムを調整することを約束すること
としている (20条 l項）。
締約国は，国内法に従い，本条約に関連する科学的，技術的，社会経済的，
商業的及び法的な情報並びにたばこ産業及びたばこの栽培の業務に関する情報
であって公に入手可能なものの交換を促進し及び容易にすることとしている
(20条 4項）。
第 3章 たばこ規制の法システム
本章では，「たばこに対してどのような規制が行なわれているのか」につい
て，主として「時間軸」に沿って「たばこ規制の法システム」を概観すること
とする。なお，本章で取り上げる法システムであるが，国レベルで制定される
「法律」はもちろん，「政省令」「指針」「通知，通達」や地方公共団体が策定
する「条例」，さらには業界が自主的に規制している「自主規制」についても，
必要に応じて取り上げることとしたい。
1. 未成年者喫煙禁止法 (1900年策定）
1900年（明治33年）に，「未成年者喫煙禁止法」 （明治33年3月7日法律第33号）
という法律が策定された。わが国においては， 1900年という非常に早い時代か
ら未成年者の喫煙を禁止するという実に先進的な法律が策定されていたわけで
ある。
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未成年者喫煙禁止法は，たばこを吸った子どもたちを罰する法律であると勘
違いしている者が少なくないが，そうではない。たしかに，同法は，未成年者
の喫煙を禁止している (1条）が，未成年者自体は保護の対象であるとして，
「未成年者の喫煙禁止」自体は訓示規定である。もちろん，未成年者に対して
罰則は定められていない。処罰の対象になるのは，未成年者の喫煙を抑止しな
い親権者及び監督者 (3条）と，未成年者にたばこを販売した者（営業者） (5 
条）である。
なお， 2000年の法改正（法律第134号）では，「法人ノ代表者又ハ法人若ハ人
ノ代理人，使用人其ノ他ノ従業者ガ其ノ法人又ハ人ノ業務二関シ」未成年者に
対するたばこの販売行為をしたときには，「行為者ヲ訓スルノ外其ノ法人又ハ
人二対シ同条ノ刑ヲ科ス」 (6条）として，いわゆる「両罰規定」が設けられ
たほか，たばこの販売禁止違反に対する罰則も50万円以下に強化された (5
条）。さらに， 2001年の法改正（法律第152号）では，営業者に対して，たばこを
販売する際の「年齢ノ確認其ノ他ノ必要ナル措置」が義務づけられた (4条）。
しかし，この措置義務違反に対する罰則は定められていない。
2. たばこ事業法 (1984年策定）
従来の専売制度を抜本的に改革するため， 1984年に専売改革関連 5法（たば
こ事業法， 日本たばこ産業株式会社法，塩専売法，たばこ事業法等の施行に伴う関係法
律の整備等に関する法律，たばこ消費税法）が策定された3)。この専売改革関連 5
3) 従来，たばこについては，専売制度をとり， 日本専売公社が，葉たばこを一手に
買い取り，輸入および売渡し並びに製造たばこの製造，輸入および売渡し等を行
なっていたが，諸外国からの市場開放要請，行財政改革の観点からの日本専売公社
の事業の効率化の要請等に沿うため，輸入の自由化， 日本専売公社の抜本的改革を
内容とする「専売改革関連 5法」（たばこ事業法， 日本たばこ産業株式会社法，塩
専売法，たばこ事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律，たばこ消費
税法）が策定された。専売改革関連 5法の制定の経緯，法律の概要等については，
「たばこ事業法， 日本たばこ産業株式会社法，塩専売法，たばこ事業法等の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律，たばこ消費税法」法令解説資料総覧43号
(1984年） 68頁以下，小野博義「たばこ事業法・塩専売法の改正」ジュリスト823号
(1984年）42頁以下，畠山孝智「たばこ専売制度の廃止と日本たばこ産業株式会／
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法のなかで，現在のたばこ事業の中心的な役割を担っている法律が「たばこ事
業法」（昭和59年8月10日法律68号）である。以下，同法を簡単に概観する。
(1) たばこ事業法の目的・定義
たばこ事業法は，「たばこ専売制度の廃止に伴い，製造たばこに係る租税が
財政収入において占める地位等にかんがみ，製造たばこの原料用としての国内
産の葉たばこの生産及び買入れ並びに製造たばこの製造及び販売の事業等に関
し所要の調整を行うことにより，我が国たばこ産業の健全な発展を図り，もつ
て財政収入の安定的確保及び国民経済の健全な発展に資すること」を目的とし
ている (1条）。すなわち，本法は，「我が国たばこ産業の健全な発展を図」る
ことと，「財政収入の安定的確保及び国民経済の健全な発展に資すること」を
目的とする一方で，「国民の健康を守る」という目的は掲げていないことがう
かがえる。
本法では，「タバコ属の植物」を「たばこ」，「たばこの葉」を「葉たばこ」，
「葉たばこを原料の全部又は一部とし，喫煙用，かみ用又はかぎ用に供し得る
状態に製造されたもの」を「製造たばこ」と，それぞれ定義している (2条）。
(2) 原料用国内産薬たばこの生産および買人れ
日本たばこ産業株式会社（以下，「会社」という）は，毎年，その製造する製
造たばこの原料の用に供しようとする国内産の葉たばこ（以下，「原料用国内産
葉たばこ」という）の買入れを行おうとする場合においては，あらかじめ，会社
に売り渡す目的をもつてたばこを耕作しようとする者（以下，「耕作者」という）
と，種類別の耕作面積並びに葉たばこの種類別及び品位別の価格を定めて，原
料用国内産葉たばこの買入れに関する契約を締結するものとしている (3条l
項， 2項）。なお，従来の専売制度の下では，葉たばこの耕作を一般的に禁止し，
専売公社が特定者について許可を行うという「耕作許可制」であったが，本法
＼社の発足」時の法令1241号 (1985年） 5頁以f・,「たばこ事業法施行令，たばこ事
業法施行規則， 日本たばこ産業株式会社法施行令，たばこ事業等審査会令」法令解
説資料総覧45号 (1985年） 128頁以下など参照。
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では「契約制」に改められた。
本法は，製造独占を付与された会社が実質的な買手独占として一方的に葉た
ばこの価格を決定することのないようチェックするため，会社内に会社の代表
者の諮問機関として，「葉たばこ審議会」を設置することとしている (4条， 7
条l項）。葉たばこ審議会の審議事項は，原料用国内産葉たばこの生産及び買
入れに関する重要事項である (7条1項）。
(3) 製造たばこの製造
本法は，「製造たばこは，会社でなければ，製造してはならない」と規定し
(8条），会社に製造たばこの製造を独占させている。そのうえで，本法は，会
社の製造たばこの最高販売価格について，財務大臣の認可制とし (9条1項），
財務大臣は，「消費者の利益を不当に害することとなると認めるとき」は，認
可をしてはならない旨規定している (9条3項）。
(4) 製造たばこの販売
製造たばこ販売のしくみを図式化すると以下のとおりであるが，以下，①
製造たばこの輸入・卸売業，② 卸売販売業，③ 小売販売業，④ 小売定価の
しくみについて概観する。
Iお客様 I
販売l
一三
販売；
許可申請：
:、ミ、 ': >ゲ l直接売り渡し
I 財務大臣 I• 認可―ここここここ―_―_―_―_―：二（豆戸豆亨芦→ノ
（出典） JTホームページ
‘ 
定価認可申請 ，ヽィ、 ,,、コヽヽ ‘、特定販売業者登録申請，,, ヽ
、-------------------登録通知 （海外たばこメー カー ）
たばこ販売のしくみ
(http://匹 rw.jti.co.jp/corporate/ enterprise/tobacco/ data/ sale_rule/index.html) 
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① 製造たばこの輸入・卸売業の「登録制」
たばこの輸入自由化を図るため，本法では，自ら輸入をした製造たばこ
の販売を業として行おうとする者（以下，「特定販売業者」という）は，財務
大臣の登録さえ受ければ，自由に製造たばこを輸入して卸売販売すること
ができるとして，「登録制」が採用されている (11条1項）。なお，立法者
は，特定販売業者は小売定価申請義務者でもある (33条）ので，登録制の
採用により，定価申請義務者を特定することができるため，定価申請義務
の履行の担保にも資すると考えたようである凡
② 卸売販売業の「登録制」
また，「卸売販売業」（消費者に対する販売以外の販売をいう）についても，
無許可小売販売業禁止の実効性の担保の見地から，特定販売業と同様，財
務大臣の登録を受けなければならない (20条， 21条）として，「登録制」を
採用している。
③ 小売販売業の「許可制」
さらに，「小売販売業」について，本法は，製造たばこの小売販売（消
費者に対する販売をいう）を業として行おうとする者は，当分の間，その製
造たばこに係る営業所ごとに財務大臣の許可を受けなければならない (22
条1項）として，「許可制」を採用している。なお，この許可基準の 1つ
に距離基準が設定されている (23条3号，同法施行規則20条）。
なお，たばこの自販機については，たばこ事業法23条に基づく同法施行
規則20条 3号により，「自動販売機の設置場所が，店舗に併設されていな
い場所等製造たばこの販売について未成年者喫煙防止の観点から十分な管
理監督が期し難いと認められる場所である場合」には，たばこの小売業
を不許可とすることができる， とされている。そのため，自販機を店舗に
併設すること，自販機および購入者を直接，容易に視認できる場所に設置
4) 「たばこ事業法， 日本たばこ産業株式会社法，塩専売法，たばこ事業法等の施行
に伴う関係法律の整備等に関する法律，たばこ消費税法」法令解説資料総覧43号
(1984年） 73頁参照。
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することが求められているわけである。
ところで，以上のような法律に基づく「自動販売機の設置場所の制限」
に加えて， 1996年4月からは，全国たばこ販売協同組合連合会5)によって，
屋外設置たばこ自販機へのタイマー取り付けにより，深夜の時間帯（午後
11時から午前5時）における稼働を停止するという「自主規制」が実施され
た。しかし，全国たばこ販売協同組合連合会は， 2008年7月1日より「成
人識別たばこ自動販売機」 (taspo)の全国稼動が実現したことから，「24時
間未成年者の自動販売機からの購入防止が可能になった」として，同会は
自主規制の解消を決定した叫
④ 小売定価の「認可制」
製造たばこの小売定価について，本法では，会社または特定販売業者は，
自ら製造または輸入する製造たばこの販売をしようとする場合においては，
当分の間，その品目ごとの小売定価を定めて，財務大臣の認可を受けなけ
ればならない (33条1項）ほか，小売販売業者は，財務大臣の認可に係る
小売定価によらなければ製造たばこを販売してはならない (36条1項）と
して，小売定価の「認可制」を採用している。
(5) たばこの「注意表示」
本法は，製造たばこの消費と健康との関係に関して注意を促すために，たば
この包装に「注意表示」を行なうことを義務づけている (39条）。このように，
本法では，「有害表示」ではなく「注意表示」という文言になっている。
注意表示の具体的な文言は，たばこ事業法施行規則36条で定められているが，
その文言は， 1972年から1989年までは「健康のため吸いすぎに注意しましょ
う」， 1989年以降は「あなたの健康を損なうおそれがありますので吸いすぎに
注意しましょう」といったもので，まさに「注意表示」にとどまるものであっ
5) 全国たばこ販売協同組合連合会は，中小企業等協同組合法に基づく法人であり，
日本全国のたばこ販売店（小売店）が加盟する組織である。同組織の詳細は，同組
織の HP(http:/ /www.zenkoku-tabakoya.jp/)も参照。
6) http://www.zenkoku-tabakoya.jp/topics/regulationOl. html 
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た。
その後 2003年 5月21日に WHO(世界保健機関）において採択された「た
ばこ規制枠組条約」の内容を踏まえ，財務省も， 2003年7月になってようや<'
たばこ包装に肺がんなど 4病名を明記させ，健康への影響を警告するよう方針
を転換し，たばこ事業法施行規則も改正するに至った。
現行のたばこ事業法施行規則36条では，従来の「あなたの健康を損なうおそ
れがありますので吸いすぎに注意しましょう」という文言に代えて，財政制度
審議会たばこ事業等分科会で了承された新たな 8種類の文言の表示を義務づけ
ている。その文言とは，① 「喫煙は，あなたにとって肺がんの原因の一つとな
ります。疫学的な推計によると，喫煙者は肺がんにより死亡する危険性が非喫
煙者に比ぺて約 2倍から 4倍高くなります。（詳細については，厚生労働省の
ホーム・ページ www.mhlw.go.jp/topics/ tobacco/ main.htmlをご参照くださ
い。）」，② 「喫煙は，あなたにとって心筋梗塞の危険性を高めます。疫学的な
推計によると，喫煙者は心筋梗塞により死亡する危険性が非喫煙者に比べて約
1. 7倍高くなります。（詳細については，厚生労働省のホーム・ページ WWW.
mhlw.go.jp/ topics/ tobacco/ main.htmlをご参照ください。）」，③ 「喫煙は，あ
なたにとって脳卒中の危険性を高めます。疫学的な推計によると，喫厘者は脳
卒中により死亡する危険性が非喫煙者に比べて約1.7倍高くなります。（詳細に
ついては，厚生労働省のホーム・ページ www.mhlw.go.jp/topics/tobacco/
main.htmlをご参照ください。）」，④ 「喫煙は，あなたにとって肺気腫を悪化
させる危険性を高めます。（詳細については，厚生労働省のホーム・ページ
www.mhlw.go.jp/topics/tobacco/main.htmlをご参照ください。）」，⑤「妊娠
中の喫煙は，胎児の発育障害や早産の原因の一つとなります。疫学的な推計に
よると，たばこを吸う妊婦は，吸わない妊婦に比べ，低出生体重の危険性が約
2倍，早産の危険性が約 3倍高くなります。（詳細については，厚生労働省の
ホーム・ページ www.mhlw.go.jp/topics/ tobacco/ main.htmlをご参照くださ
い。）」，⑥ 「たばこの煙は，あなたの周りの人，特に乳幼児，子供，お年寄り
などの健康に悪影響を及ぼします。喫煙の際には，周りの人の迷惑にならない
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ように注意しましょう 。」，⑦ 「人により程度は異なりますが，ニコチンにより
喫煙への依存が生じます。」，⑧ 「未成年者の喫煙は，健康に対する悪影響やた
ばこへの依存をより強めます。周りの人から勧められても決して吸ってはいけ
ません。」，の 8種類である（たばこ事業法施行規則36条 2項，別表第一，別表第二）。
したがって，現在では，実質的に「有害表示」あるいは「警告表示」がなされ
ているといえる。
なお，表示する文言は，紙巻たばこについては，直接喫煙による病気（肺が
ん，心筋梗塞，脳卒中，肺気腫）に関する 4種類の文言 （上記の①～④)を 1グ
ループ，それ以外（妊婦，受動喫煙，依存，未成年者）の 4種類の文言 （上記
の⑤～⑧）を 1グループとし，それぞれのグループから 1つずつ，計2つ（包
装の形状によっては 2つ以上）としたうえで（たばこ事業法施行規則36条 3項）， グ
ループ内の各文言は，ほぼ均等な頻度で表示されるものとしている（同施行規
則36条 9項）。
(6) 広告に対する「指導」
製造たばこの広告については，「製造たばこに係る広告を行う者は，未成年
者の喫煙防止及び製造たばこの消費と健康との関係に配慮するとともに，その
広告が過度にわたることがないように努めなければならない」とし (40条 1項），
基本的には「業界の自主規制」に委ねることとし，必要があると認める場合に，
財政制度等審議会の意見を聴いたうえで，財務大臣が，製造たばこに係る広告
を行う者に対し，適切な勧告等を行なうことができることとしている (40条 2
項-4項）。このように基本的には「業界の自主規制」に委ねることとしたのは，
立法過程において，「営業の自由」や「表現の自由」といった国民の権利に関
わる事柄であるため，自主規制が適正に機能する限りは自主規制に委ねるのが
適当であると考えられたからである叫 そして実際にも，「業界の自主規制」
として， 日本たばこ協会8)による「製造たばこに係る広告，販売促進活動及び
7) 第101回国会衆議院大蔵委員会会議録26号 (1984年6月22日） 22頁［小野博義政
府委員 （大蔵省日本専売公社監理官）答弁］参照。
8) 日本たばこ協会は， 日本たばこ産業株式会社，フィリップモリスジャパン株式／
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包装に関する自主規準」などが設けられている見
なお，たばこ事業法40条 2項の規定に基づいて， 1989年10月12日に「製造た
ばこに係る広告を行う際の指針」（平成元年大蔵省告示176号）が財務大臣によっ
て策定されたが，その後，「たばこ規制枠組条約」に対応するため，同指針は
2004年 3月8日に改正（平成16年財務省告示109号）された10)。同指針が改正され
たことを受けて，同年 3月10日に日本たばこ協会による自主規準も改定され11)'
2004年10月から電車・バスなどの公共交通機関への広告の掲出の禁止，新聞・
雑誌への広告規制が実施されたほか， 2005年 4月より屋外広告の禁止も実施さ
れた。自主規準は， 2007年 7月27日にも改定され，新たに「銘柄識別のための
造作物への注意文言表示に関する規準」が盛り込まれた12¥
3. たばこ税法 (1984年策定）
前述のように，従来の専売制度を抜本的に改革するために1984年に策定され
た専売改革関連 5法の中の 1つが「たばこ消費税法」（昭和59年8月10日法律72
号）である13)。同法は，その後，消費税が導入された1989年に，「たばこ税法」
という名称に改められた。
＼会社，ブリティッシュ・アメリカン・タバコ・ジャパン合同会社 (BAT)の3社
が正会員の日本のたばこ販売業界団体である。同協会の詳細は，同協会の HP
(http:/ /www.tioj.or.jp/index.html) も参照。
9) 日本たばこ協会による「製造たばこに係る広告，販売促進活動及び包装に関する
自主規準」のほか，「広告表示マニュアル」や「包装表示マニュアル」については，
同協会の HP(http:/ /www.tioj.or.jp/activity/index.html)参照。
10) 2004年3月8日に改正された「製造たばこに係る広告を行う際の指針」の内容に
関しては， http://www.mof.go.jp/tab _salt/ tobacco/koukoku20040308. pd£ 参照。
11) 2004年3月10日改定の「製造たばこに係る広告，販売促進活動及び包装に関する
自主規準」については， http://www.health-net.or.jp/tobacco/policy/pdf/kijun.pdf
参照。
12) 2007年7月27日に改定された日本たばこ協会による 「製造たばこに係る広告，販
売促進活動及び包装に関する自主規準」については， http://www.tioj.or.jp/ 
activity/ pdf/070727_01. pd£ 参照。
13) 1984年に策定された「たばこ消費税法」の概要については，「たばこ事業法， 日
本たばこ産業株式会社法，塩専売法，たばこ事業法等の施行に伴う関係法律の整／
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たばこ税法は，「たばこ税の課税物件，納税義務者，課税標準，税率，免税，
申告及び納付の手続その他たばこ税の納税義務の履行について必要な事項」を
定めた法律である (1条）。以下，同法を概観するが，必要に応じて，地方税
法などの他の法律についても言及することとしたい。
(1) 課税物件
本法によって，「製造たばこ」には，たばこ税が課せられる (2条）。なお，
「製造たばこ」とは，「葉たばこを原料の全部又は一部とし，喫煙用，かみ用
又はかぎ用に供し得る状態に製造されたもの」をいう (2条1号，たばこ事業法
2条3号）。日本たばこ産業株式会社以外の者が製造したいわゆる密造たばこも
課税対象となる (21条）。
(2) 納税義務者
製造場から移出した製造たばこについては，製造たばこの製造者を納税義務
者とし (4条1項），保税地域から引き取られる製造たばこについては，保税地
域から引き取る者を納税義務者とする (4条2項）。なお，「保税地域」とは，
指定保税地域，保税蔵置場，保税工場，保税展示場及び総合保税地域の 5種が
ある (2条2号，関税法29条）。
(3) 課税標準
「たばこ税の課税標準」（税額を計算するための基礎となるもの）は，「製造たば
この製造場から移出し，又は保税地域から引き取る製造たばこの本数」である
(10条］項）。なお，ここでいう本数とは，第一種の製造たばこの本数のことで
あり，これ以外のたばこについては， 1グラムないし 2グラムといった重量
（第二種および第三種製造たばこは 1グラム，第四種製造たばこ，かみ用の製造たばこ，
かぎ用の製造たばこは2グラム）を第一種の製造たばこの 1本に換算して本数を
計算する (lo条2項）。
＼備等に関する法律，たばこ消費税法」法令解説資料総覧43号 (1984年） 86頁以下参
照。
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(4) 税率
日本においては，たばこに対して，① 国たばこ税（たばこ税法11条），② 道
府県たばこ税（地方税法74条の 5)'③ 市町村たばこ税（地方税法468条），④ た
ばこ特別税14) (一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措
置に関する法律），⑤ 消費税（消費税法）， といった税が課せられる。
国たばこ税の税率は， 1,000本につき5,302円である（たばこ税法11条1項）。
ただし，特定販売業者（輸入した製造たばこを販売するための登録をした業者）以
外の者によって保税地域から引き取られる製造たばこに係るたばこ税の税率は，
1,000本につき11,424円である（同法11条2項）。
道府県たばこ税の税率は， 1,000本につき1,504円である（地方税法74条の 5)。
市町村たばこ税の税率は， 1,000本につき4,618円である（地方税法468条）。
たばこ特別税の税率は， 1,000本につき820円である（一般会計における債務の
承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する法律8条1項）。ただし，租税
特別措置法第88条の 2第 1項の規定の適用を受ける製造たばこに係るたばこ特
別税の税率は， 1,000本につき5,004円である（同条2項）。
以上より，国内で販売されている通常の製造たばこの税率は，合計で1,000
本当たり 12,244円となる。また別に，消費税が，たばこ本体と上記たばこ税を
合計した額に対して加算される。
ちなみに， 日本の代表的な紙巻きたばこ（マイルドセブン等）は， 2011年11月
1日現在， 1箱20本入で410円であるが，その税額は264.4円（内訳：国たばこ税
106.04円 (25.9%), 地方たばこ税122.04円 (29.9%), たばこ特別税16.4円 (4%)' 
消費税19.52円 (4.8%))であり，価格に占める租税の割合は，消費税を含めて
64.5%となる。
14) たばこ特別税は，「一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係
る特別措置に関する法律」（平成10年法律第137号）に甚づいて，製造たばこに対し
て，当分の間課されることとされる税金であり， 日本国有鉄道清算事業団（旧国
鉄）及び国有林野事業特別会計の負債を， 一般会計に承継させることに伴い生じる
負担を補うために創設されたものである (1条）。
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(5) 免税等
製造たばこ製造者が輸出する目的で製造たばこをその製造場から移出する場
合には，当該移出に係るたばこ税が免除される (14条1項）。このほか，未納税
移出 (12条），未納税引取 (13条）についての規定も置かれている。
(6) 申告および納付
製造たばこ製造者は，移出した月の翌月末日までに申告納付することが義務
づけられている (17条， 19条）ほか，製造たばこを保税地域から引き取ろうと
する者は，引き取りの際に申告納付することが義務づけられている (18条， 20
条）。
4. 労慟安全衛生法71条の 2, 71条の 3 (1992年改正）
労働安全衛生法（昭和47年6月8日法律57号）は， 1972年に策定された法律で
ある15)が，剛去の第 7章の 2 「快適な職場環境の形成のための措置」 (71条の
2 -71条の 4)は， 1992年の法改正（平成4年5月22日法律55号）で追加されたも
のである。
本法71条の 2は，「事業者は，事業場における安全衛生の水準の向上を図る
ため，……措置を継続的かつ計画的に講ずることにより，快適な職場環境を形
成するように努めなければならない」と規定し，快適な職場環境の形成のため
の措置にかかる事業者の努力義務を課している。また，本法71条の 3は，「厚
生労働大臣は，……事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関
して，その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする」
(1項）として，厚生労働大臣に対して指針の公表義務を課すほか，「厚生労働
大臣は，……指針に従い，事業者又はその団体に対し，必要な指導等を行うこ
とができる」 (2項）として，厚生労働大臣に対して指導等の法的根拠を与え
ている。
15) 労働安全衛生法に関する詳細は，小畑史子「労働安全衛生法規の法的性質(-)
（二） （三・完）」法学協会雑誌112巻2号 (1995年） 212頁以下，同巻 3号 (1995
年） 355頁以下，同巻5号 (1995年） 613頁以下参照。
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以上の規定が根拠条文となって， 1992年に「事業者が講ずべき快適な職場環
境の形成のための措置に関する指針」（平成 4年7月1日労働省告示59号）が策定
された。また，同指針に基づいて， 1996年に「職場における喫煙対策のための
ガイドライン」（平成 8年2月21日付け基発第75号労働省労働基準局長通達）（以下，
「旧ガイドライン」という）が策定されたものの，健康増進法の施行を受けて，
2003年には旧ガイドラインは見直され，新たに「職場における喫煙対策のため
のガイドライン」（平成15年5月9日付け基発第0509001号労働基準局長通達）（以下，
「新ガイドライン」という）が策定された16)。また， 2005年には，「『職場におけ
る喫煙対策のためのガイドライン」に基づく対策の推進について」（平成17年6
月1日付け基安発第0601001号厚生労働省安全衛生部長通達）という通達も出てい
る17)。
ところで，厚生労働省は， 2010年 2月25日に，飲食店も含む公共の場所を原
則禁煙とする「受動喫煙防止対策について18)」（平成22年2月25日付け健発第0225
第2号厚生労働省健康局長通知）という通知を出していたが，同省の調査による
と，全面禁煙，空間分煙のいずれかを実施している事業所は全体の64%にとど
まり，半数近くの労働者が喫煙対策の改善を求めているとのデータも得たため，
事業者の「努力義務」にとどまっている現行の法システムを改め，すべての事
業所と工場に「全面禁煙」か，喫煙室以外での喫煙を禁止する「空間分煙」を
義務づけることなどを盛り込んだ労働安全衛生法改正案を2011年10月19日にま
とめ， 2011年秋の臨時国会に提出しようとした19)。しかし，与野党の喫煙者議
員から，「受動喫煙部分を切り離さないと審議に応じない」との声が続出した
16) 2003年5月9日に通達された「職場における喫煙対策のためのガイドライン」
（新ガイドライン）については，厚生労働省の HP(http://www.mhlw.go.jp/ 
houdou/2003/05/h0509-2.html)を参照。
17) http://www.jaish.gr.j p/ anzen/hor /horn bun/hor 1-46/hor 1 -46-18-1-0.htm 
18) http:/ /www.mhlw.go.jp/stflhoudou/2r98520000004k3v-img/2r98520000004k5d.pdf 
19) 「労働安全衛生法の一部を改正する法律要絹案」については,http:/ /www.mhlw. 
go.jp/ stflhoudou/2r985200000 lslsj .html参照。また，労働安全衛生法の改正につ
いては．三柴丈典『安衛法改正の展望』（労働調査会， 2011年），同「労働安全衛生
法の改正動向」労働法学研究会報2495号 (2011年） 4頁以下なども参照。
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ため， 2012年の通常国会までに仕切り直すことになった20¥
5. 健康増進法25条 (2002年策定）
「多数の者が利用する施設」における受動喫煙防止施策について，従来は
「野放し状態」であったが，厚生労働省所管の健康増進法（平成14年8月2日法
律第103号）が， 2002年 7月26日にようやく成立し， 2003年 5月1日に施行され
た21)0 
健康増進法第25条は，「学校，体育館，病院，劇場，観覧場，集会場，展示
場，百貨店，事務所，官公庁施設，飲食店その他の多数の者が利用する施設を
管理する者は，これらを利用する者について，受動喫煙（室内又はこれに準ずる
環境において，他人のたばこの煙を吸わされることをいう。）を防止するために必要
な措置を講ずるように努めなければならない」として，「多数の者が利用する
施設」の施設の管理者に対して，「受動喫煙防止施策」を講ずる「努力義務」
を課している。
なお，健康増進法第25条では，同法の対象となる施設として，「学校，体育
館，病院，劇場，観覧場，集会場，展示場，百貨店，事務所，官公庁施設，飲
食店」が明示されているが，同条における「その他の施設」としては，鉄軌道
駅，バスターミナル，航空旅客ターミナル，旅客船ターミナル，金融機関，美
術館，博物館，社会福祉施設，商店，ホテル，旅館等の宿泊施設，屋外競技場，
遊技場，娯楽施設等多数の者が利用する施設を含むほか，同条の趣旨に鑑み，
鉄軌道車両，バス及びタクシー車両，航空機，旅客船などについても「その他
の施設」に含むものと解されている（平成15年4月30日健発第0430003号厚生労働
省健康局長通知）。以上から，健康増進法25条は，「多数の者が利用する施設」
として，「学校，体育館，病院，劇場，観覧場，集会場，展示場，百貨店，事
20) http:/ I www.sankeibiz.jp/ macro/ news/ 111109/ mca 1111090138002-nl.htm 
21) 健康増進法の制定の経緯と背景，法律の概要に関しては，原出真紀子「国民の健
康づくりを総合的に推進」時の法令1688号 (2003年） 19頁以下，大村淳「健康増
進法」法令解説資料総覧254号 (2003年） 56頁以下など参照。
- 153 - (1567) 
関法第61巻第6号
務所，官公庁施設，飲食店」のほか，「鉄軌道駅，バスターミナル，航空旅客
ターミナル，旅客船ターミナル，金融機関，美術館，博物館，社会福祉施設，
商店，ホテル，旅館等の宿泊施設，屋外競技場，遊技場，娯楽施設」，「鉄軌道
車両，バス及びタクシー車両，航空機，旅客船」を念頭においているといえよ
?? ?
健康増進法25条を受けて，厚生労働省は， 2003年4月30日に，「受動喫煙防
止対策について」（平成15年4月30日付け健発第0430003号厚生労働省健康局長通知）
という通知を策定した。その後 2005年2月にたばこ規制枠組条約が発効し，
2007年6月から 7月にかけて開催された第 2回締約国会議において，「たばこ
の煙にさらされることからの保護に関するガイドライン」が採択されたことを
受けて， 2009年3月に「受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書」が
取りまとめられたことを踏まえて，厚生労働省は， 2010年2月25日に，新たに
「受動喫煙防止対策について22)」（平成22年2月25日付け健発第0225第2号厚生労働
省健康局長通知）という通知を出した。
ところで，旧厚生省が1996年3月に発表した『公共の場所における分煙のあ
り方検討会報告書23)」によると，屋内の場所を，① 禁煙原則に立脚した対策
が望まれる場所（保健医療機関，教育機関，官公庁），② 分煙対策を強く推進す
ることが望まれる場所（公共交通機関，金融機関，博物館等，運動施設等），③ 事
業主の主体性に基づいて適切な分煙対策を推進することが望まれる場所（飲食
店，販売業宿泊施設，娯楽施設，遊技場等）の 3つにわけ，喫煙対策の程度に違
いを設けていた。
これに対して， 2010年2月25日に新たに策定された「受動喫煙防止対策につ
いて」では，「今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性」として，「多数の者
が利用する公共的な空間については，原則として全面禁煙であるべきである」
とする一方で，「全面禁煙が極めて困難な場合等においては，当面，施設の態
22) http:/ /www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000004k3v-img/2r98520000004k5d.pdf 
23) 『公共の場所における分煙のあり方検討会報告書』の詳細は， http://www. 
heal th-net.or.jp/ tobacco/ more/ mr280200.html参照。
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様や利用者のニーズに応じた適切な受動喫煙防止対策を進めること」とし，
「特に，屋外であっても子どもの利用が想定される公共的な空間では，受動喫
煙防止のための配慮が必要である」との方向性を示している。
そのうえで「受動喫煙防止対策について」は，「受動喫煙防止措置の具体的
方法」について，「施設・区域における受動喫煙防止対策」と「全面禁煙が極
めて困難である施設・区域における受動喫煙防止対策」とに分けて言及してい
る。
「施設・区域における受動喫煙防止対策」として，「受動喫煙防止対策につ
いて」は，「全面禁煙は，受動喫煙対策として極めて有効であると考えられて
いるため，受動喫煙防止対策の基本的な方向性として，多数の者が利用する公
共的な空間については，原則として全面禁煙であるぺきである」とし，「少な
くとも官公庁や医療施設においては，全面禁煙とすることが望ましい」として
いる。
次に，「全面禁煙が極めて困難である施設・区域における受動喫煙防止対策」
として，「受動喫煙防止対策について」は，「全面禁煙が極めて困難である場合
には，施設管理者に対して，当面の間，喫煙可能区域を設定する等の受動喫煙
防止対策を求めることとし，将来的には全面禁煙を目指すこと」を求めている。
また，「全面禁煙が極めて困難である場合においても，『分煙効果判定基準策定
検討会報告書』 （平成14年6月）等を参考に，喫煙場所から非喫煙場所にたば
この煙が流れ出ないことはもちろんのこと，適切な受動喫煙防止措置を講ずる
よう努める必要がある」としている。さらに，「喫煙可能区域を設定した場合
においては，禁煙区域と喫煙可能区域を明確に表示し，周知を図り，理解と協
力を求めるとともに，喫煙可能区域に未成年者や妊婦が立ち入ることがないよ
うに，措置を講ずる必要がある」としている。
6. 路上喫煙禁止条例 (2002年以降，各地で順次策定）
路上喫煙に対する規制については，法律に基づく全国的な規制は行われてい
ないものの，地方公共団体による条例が先行している。たとえば， 2002年6月
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24日，東京都千代田区で，「安全で快適な千代田区の生活環境の整備に関する
条例」（平成14年千代田区条例第53号）が可決成立し24)'2002年10月1日から施行
されている。この千代田区条例を契機として，千葉県市川市，東京都品川区，
福岡市など，各地の地方公共団体でいわゆる「路上喫煙禁止条例」が制定され
るに至っているが，ここでは千代田区条例のしくみを概観することとしたい。
千代田区条例では，「区内の道路，公園，広場」などを「公共の場所」と捉
え (2条7号），「路上禁煙地区」を指定 (21条l項）したうえで，当該地区にお
ける，道路上での喫煙行為および道路上（沿道植栽を含む）に吸い殻を捨てる行
為を禁止している (21条3項）。路上禁煙地区内で喫煙し，または吸い殻を捨て
た者は， 2万円以下の過料（当面の間は2000円）に処せられる (24条1項2号）。
ところで，「路上禁煙地区」で喫煙している者に対してどのように対応する
のかについて，全国各地の条例を見てみると，① 「過料徴収」を明記している
条例（千代田区条例をはじめとする多くの条例。なお，過料の額としては， 1000円ない
し2000円のところが多い。），② 「指導や勧告」を経て「公表」を明記している条
例（例，東京都中央区「中央区歩きたばこ及びポイ捨てをなくす条例」9条2項， 10条，
東京都文京区「文京区歩行喫煙等の禁止に関する条例」 10条， 11条等），＠）「指導や勧
告」のみを明記している条例（例，東京都中野区「中野区吸い殻，空き缶等の散乱
防止に関する条例」 9条，埼玉県「所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例」 8条な
ど），④ 「路上喫煙禁止」の「努力義務」を課すのみにとどめている条例（例，
「東京都台東区ポイ捨て行為の防止に関する条例」5条等），の大きく 4つのパター
ンがある。
24) 東京都千代田区「安全で快適な千代田区の生活環境の整備に関する条例」の制定
に至るまでの職員の活動や地域の方々の声をまとめた経緯については，千代田区生
活環境課『路上喫煙に No!ー）レールはマナーを呼ぶかー一』（ぎょうせい，
2003年）参照。また，同条例に関しては，千代田区の例規集 (http://reiki.city.
chiyoda. tokyo.jp/REOO 1.asp)のほか， http://www.poisute.com/なども参照。
また，千代出区条例の評価については，田村泰俊「千代田区路上喫煙禁止条例と
過料ー一政策法務からの分析 」明治学院大学法科大学院ローレビュー 1巻1号
(2004年） 19頁以下参照。
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7. 受動喫煙防防止条例 (2009年策定）
受動喫煙による被害を防止するために包括的な規制をする全国レベルの「法
律」はいまだ策定されていないという状況であるが，神奈川県では，受動喫厘
による健康への悪影響から県民を守るための新たな）レールとして，「神奈川県
公共的施設における受動喫煙防止条例25)」（平成21年条例第27号）が， 2009年 3
月24日に策定された (2010年4月1日施行， 一部の条項は2011年4月1日施行）。そ
の後兵庫県においても「受動喫煙防止条例」を制定する動きがある26)が，
ここでは神奈川県条例の法システムについて概観する。
(1) 目的・定義
神奈川県条例は，「受動喫煙による県民の健康への悪影響が明らかであるこ
とにかんがみ，県民，保護者，事業者及び県の責務を明らかにするとともに，
禁煙環境の整備及び県民が自らの意思で受動喫煙を避けることができる環境の
整備を促進し，並びに未成年者を受動喫厘による健康への悪影響から保護する
ための措置を講ずることにより，受動喫涯による県民の健康への悪影響を未然
に防止すること」を目的としている (1条）。すなわち，① 「県民，保護者，
事業者及び県の責務を明らかにする」，② 「禁煙環境の整備及び県民が自らの
意思で受動喫煙を避けることができる環境の整備を促進」すること，③ 「未成
25) 「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」に関する詳細は，松沢成文
『受動喫煙防止条例 日本初，神奈川発の挑戦j(東信堂， 2009年），加藤康介
「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の背景と概要」ジュリスト1386号
(2009年） 2頁以下，同「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の概要と
スモークフリーの取組み」月刊自治フォーラム609号 (2010年） 24頁以下のほか，
神奈川県の HP(http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6955/p2302l.html) も参照。
同条例の逐条解説については， http://www.pref.kanagawa.jp/ uploaded/ attachment/ 
368000.pdfを参照。
26) 兵庫県では，今後の実効性のある受動喫煙防止対策を検討するため，県の附属機
関である「健康づくり審議会」の小委員会として，「兵庫県受動喫煙防止対策検討
委員会」が2010年6月に設置された。同検討委員会では， 1年余りをかけ， 9回に
わたり審試を重ねた結果， 2011年7月29日には『報告書」がとりまとめられた。9
回にわたる同検討会の内容および『報告書』については，兵庫県のホームページ内
(http://web.pref.hyogo.jp/hw13/hwl3_000000094.html)参照。
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年者を受動喫煙による健康への悪影響から保護するための措置を講ずること」
によって，究極的には「受動喫煙による県民の健康への悪影響を未然に防止す
ること」を目的としている。
なお，本条例においては，「受動喫煙」を「室内又はこれに準ずる環境にお
いて，他人のたばこ（たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第 2条第 3号に規
定する製造たばこ（喫煙用に供し得る状態に製造されたものに限る。）をいう。
以下同じ。）の煙を吸わされること」と定義している (2条 1号）。
(2) 規制対象施設
神奈川県条例では，「公共的空間」を「不特定又は多数の者が出入りするこ
とができる室内又はこれに準ずる環境」と定義している (2条 2号）が，この
「公共的空間を有しているかどうか」が，本条例の規制対象になるかどうかの
判断基準となっている。そのため，屋外や住居，専ら特定の者が出入りする事
務室，宿泊施設の客室などは，条例の規制の対象外としている (2条2号カッ
コ書き）。
さらに，本条例は，「公共的空間を有する施設（車両，船舶，航空機その他の移
動施設を含む。以下同じ。）」を「公共的施設」と定義し，さらに公共的施設を
「第 1種施設」と「第2種施設」とに区分して (2条3号），規制内容に違いを
設けている。すなわち，「第 1種施設」は「特に受動喫煙による健康への悪影
響を排除する必要がある施設」 (2条 3号ア）であって，たとえば，学校，病院，
物品販売店，公官庁施設などが該当し（別表第 1)' これらの施設には「禁煙」
が義務づけられる (9条1項）のに対して，「第 2種施設」は「受動喫煙による
健康への悪影響を排除する必要がある施設」 (2条 3号イ）であって，たとえば，
飲食店，宿泊施設，ゲームセンターなどの娯楽施設，サービス業を営む店舗な
どが該当し（別表第 2)' これらの施設には「禁煙」か「分煙」の措置が義務づ
けられる (9条2項）。ただし，第2種施設のうち， 一定規模以下の飲食店およ
び宿泊施設ならびに風営法対象施設のうち，接待飲食店，パチンコ店などの
「特定第 2種施設」に対しては，「義務」ではなく ，「努力義務」にとどめてい
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る (21条1項）。
(3) 「禁煙」と「分煙」
本条例では，「公共的施設における公共的空間の全部を喫煙することができ
ない区域」を「禁煙」と定義し (2条6号），「第 2種施設における公共的空間
を，規則で定めるところにより，喫煙することができる区域と喫煙禁止区域と
に分割すること」を「分煙」と定義している (2条7号）。さらに，同条例は，
施設の区分に関わらず，「喫煙所」（「専らたばこを吸う用途に供するための区域」：
2条8号）を設置することができる (10条）としている。 一般に，喫厘所を設置
することを「分煙」と呼ぶ場合もあるが，本条例では，施設における公共的空
間を禁煙にしていれば，喫煙所を設置したとしても「禁煙」の施設とみなして
いるわけである27)。
(4) 施設管理者に対する規制内容
本条例では，「公共的施設の管理について権限を有する者」を「施設管理者」
と定義 (3条4項）したうえで，施設管理者に対して，① 第 1種施設について
「禁煙」の措置を講じ (9条1項），第 2種施設について「禁煙」または「分
煙」の措置を講ずること (9条2項）のほか，②喫煙禁止区域へのたばこの煙
の流出を防止すること (11条），③喫煙禁止区域に灰皿などの喫煙器具や設備
を置かないこと (12条），④ 未成年者を喫煙区域および喫煙所に立ち入らせな
いこと (13条），⑤喫煙禁止区域で喫煙者を発見した場合，喫煙の中止等を求
めること (14条），⑥「禁煙」や「分煙」などの表示を施設の入口などに掲示
すること (15条），をそれぞれ義務づけている。
(5) 罰則
本条例の実効性を確保するため，施設管理者が条例に定める義務に違反した
場合には，立入調査 (16条），指導・勧告 (17条），命令 (19条）の手続きを経た
27) 加藤康介 「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の背景と概要」ジュリ
スト1386号 (2009年） 3頁参照。
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うえで， 5万円以下の過料に処せられる (23条l項）。また，喫煙禁止区域で喫
煽した個人は， 2万円以下の過料に処せられる (23条2項）。
8. その他「防火」の観点からの規制
消防法 (3条， 23条），興行場法 (2条2項）に碁づく条例，火災予防条例な
どは，百貨店，劇場，地下街の店舗などを「防災」の観点から禁煙とし，旅客
自動車運送事業運輸規則 (49条2項， 53条6号），海上運送法施行規則 (23条の14
第2号）は，バス，タクシー，船舶内の禁煙の表示があるところでの喫煙を乗
客に禁止し，乗務員には乗客の現在するところでの禁煙を要求している。
9. その他「室内環境」に対する規制
我々は，健康のためには一定基準の清浄な空気を呼吸する必要がある。そこ
で，環境基本法 (16条l項）に基づいて「大気の汚染に係る環境基準28)」（昭和
48年5月8日環境省告示25号）が定められているほか，「建築物における衛生的環
境の確保に関する法律」（以下，略称である「ビル衛生管理法」という）施行令 (2
条），労働安全衛生法に基づく事務所衛生基準規則 (5条），人事院規則 10-4 
「職員の保健及び安全保持」 (15条）などが室内環境につき一定の基準を置い
ている。ちなみに，空気調和設備を置く場合の基準は，浮遊粉じん量は空気一
立方メートルにつき0.15ミリグラム以下，一酸化炭素の含有率は100万分の10
以下，二酸化炭素の含有率は100万分の1000以下となっている。
10. 自主規制
前述のように，「たばこの自販機」に対して，たばこ業界（全国たばこ販売協
同組合連合会）による自主規制が一時期実施されていたほか，「製造たばこの広
28) 「大気の汚染に係る環境基準」については， http://www.env.go.jp/kijun/taikil.
html参照。「環境基準」に関する詳細は，北村喜宜 『環境法』（弘文堂，2011年）
125頁以下， 276頁以下，同「環境基準」成田頼明編『行政法の争点［新版］』（有斐
閣， 1990年） 256頁以下，大塚直『環境法［第3版］』（有斐閣， 2010年） 321頁以下
など参照。
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告」については，現在でもたばこ業界（日本たばこ協会）による自主規制が実施
されている。繰り返しになるが， もう 一度，たばこ業界による自主規制につい
て確認しておくこととしたい。
(1) 「たばこの自販機」の自主規制
1996年4月からは，全国たばこ販売協同組合連合会によって，屋外設置たば
こ自販機へのタイマー取り付けにより，深夜の時間帯（午後1時から午前 5時）
における稼働を停止するという「自主規制」が実施された。しかし，全国たば
こ販売協同組合連合会は， 2008年7月1日より「成人識別たばこ自動販売機」
(taspo)の全国稼動が実現したことから，「24時間未成年者の自動販売機からの
購入防止が可能になった」として，同会は自主規制の解消を決定した。
(2) 「製造たばこの広告」についての自主規制
製造たばこの広告について，たばこ事業法は，基本的には「業界の自主規
制」に委ねることとし (40条 1項）， 実際にも，「業界の自主規制」として，日
本たばこ協会による「製造たばこに係る広告，販売促進活動及び包装に関する
自主規準」などが設けられている。
（つづく）
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